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戦後日本の製造業における
労働分配率と雇用＊
佐 藤
?
人
I 
本稿の目的は，戦後日本の製造業における労働分配率を，特に雇用量との関
係で見ることではあるが，次のような動機からであり，極めて限られた側面に
ついてである。
ィ．実質賃金率と雇用量（あるいは，失業率，実質産出高）の関係についての実
証的研究。批判者であるケインズも受け入れた，いわゆる「古典派」の第 1公
準は，短期において実質賃金率と雇用量（及び実質産出高）が逆の方向に変動する
ことを主張するが，その現実妥当性については，当時，既に疑問が出されてい
る。また，その後の研究 (Kuh〔刀， Bodkin〔幻）は，限界生産力説を基本にし
て，差し当り，それに反する事実を説明しようとする試みを生み， (T.J. Sar-
gent and N. Wallace (12〕），反対に，事実を説明するために限界生産力説に代
わる代替的な仮説ー「不均衡理論」を展開させる動機ともなった (R.J. Barro 
and H. I. Grossman 〔口）。その後も対象と分析技術が違う多くの研究が続い
ているが，発端の仮説を意識する程度は弱くなったようである。 (O.lchiro(4〕，
J. B. Schor 〔認〕）
ところで，実質賃金率と雇用量の関係が重要である 1つの理由は，それが，
雇用量と実質産出高の関係（＝労働生産性）と共に，分配率を決定するからであ
る（置塩〔10〕，安井〔17〕）。従って， この側面だけを考える場合， 実質賃金率と
雇用量の関係は，むしろ 2義的であり，分配率と雇用羅の間に系統的関係があ
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るかどうかを見る。また，両変数の関係だけに注目し，必ずしも限界生産力説
にはこだわらないことにしょう I)。 （限界生産力説， したがって生産要素の代替の弾
力性と関係づけている例として既出の〔12〕の他に，南・小野〔8〕，篠原〔14〕）
ロ．階級闘争と分配率。イ．は，企業の特定の生産決定態度，主体均衡を前
提し，その現実妥当性を問題にした結果，分配率の変動に関係することになっ
た研究であると言えよう。一般的に分配率の変動という点については，多くの
論点が挙げられるが (R.Hahnel• H. Sherman 〔幻，石崎〔5〕）， 筆者にとって
興味があるのは労働側からの反作用である。貨幣賃金率の下方硬直性も，労働
者階級の力盪の増大の結果と考えられるし，その力量の増大は確かにその程度
には止らないであろう（置塩〔11〕，菊本〔6〕)。その場合，労働者階級の力量の
増大，その戦果は何に現れるだろうか。実質賃金，分配率が，その指標の候補
の中に挙がるのは自然であろう。ただし， それをどう読むかは別の問題であ
る。 (T.E. Weisskopf 〔朽〕，〔祁〕， F.Munley 〔釘）
さて，もう少し現実に接近しよう。そして労働者階級の力量の増大がどの程
度で，それがどの程度作用したかは別にしよう。つまり，労働者階級の力量の
増大の結果だとして，その戦果はどうであっただろう。そうでなかったとして
も，結果はどうであっただろうか，分配率の変動のしかたは変化しただろうか。
以上が動機であるが，特に口．については言うまでもなく，直接の解答を得
ようとするのではない。ただ本稿で，分配率と雇用の関係を見る際の陰伏的な
観点を述べたまでである。結論は，両者には系統的な関係が見られ，また時期
により，事業所の規校により異なるということである。
まず，図ー 1を見よう。これは戦後日本の製造業における労働分配率と雇用
蘊の時系列である 2)。 これが分析の素材であり，両者の関係を，もう少し詳し
1)限界生産力説は，分配率と屈用を関係づけるが，分配率と雁用を関係づけるのは限界
生産力説に限らない。例えば，マーク・アップ原理。
2)従業者規模30人以上の事業所についてのもの。また変数の定義とデータの出所は，す
べて付録にまとめた。
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く見ることが課題である見
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図ー 1から考えて， 文字通りの労働分配率 (LSと表示）と雇用量 (Nと表示）
の関係は，それだけではほとんど問題になりえないようである。そこで何らか
の加工を施す。例えば， 雇用の変化率 (GNと表示）を見てみよう（図ー 2)。何
か系統的な関係がありそうである。
そこで労働分配率と雇用量の他に，それを加工した変数，及び関連する変数
について相関関係を見てみる。雇用量を加工した変数は，既出の
イ．変化率(GN)
の他に，
3)マルクスの用語，「搾取率」 との関係で， 労働分配率の計算について岩井浩氏に助言
を頂いた。 この点の改善は， 今後の課題にしたい。岩井 (6〕。 Moseley(10〕の
Weisskopf 〔打〕に対する批判もこの点に関わる。
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ロ．傾向からの乖離(RN)
である丸雇用量に関連した変数は
ハ．労働時間(H)
二．従業者数の変化率(GP)
である5)。また，一般的に製造業の状態を表す指標として，
ホ．製造品出荷額（名目，実質）の変化率(GVS,GRVS) 
についても見る。階差をとった場合に注目し，表ー1の左半にまとめて示す。
雇用については，全体的印象を図ー3より得ることができる。
4) RN= 観測値一傾向傾向 XlOO 
傾向は， 時間に関する最小2乗回帰2次曲線。
様。
5)労働時間は，常用労働者1人平均年間実労働時間。
従業者数＝常用労働者数十個人業主数十無給家族従業者数
いずれも雇用量の計算に直接使ったものではない。
これと対応させる LSについても同
14 
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表ー1について印象的なことは，
ィ．雇用量の変化率（の階差， D—GN) と従業者数の変化率（の階差， D—GP)が，雇
用量（の階差， D_N),傾向からの乗離（の階差， D-RN)に比して相関が強いこ
と，
ロ．労働時間（の階差， D_H)の相関の強さ
ハ．製造品出荷額について，名目額の変化率（の階差， D―GVS)の方が実質変化
率（の階差， D-GRVS)より相関が強いこと
表ー1
＼ 年次データ 「山」と「谷」Pearson Corr. j Spearman Corr. Pearson Corr. Spearman Corr. 
-0.52 -0.39 -0.53 -0. 76 
D-N 0.003 0.031 0.180 0.028 
30 30 8 8 
-0.61 -0.69 -0.54 -0.59 
D_GN 0.001 0.000 0.046 0.027 
29 29 14 14 
-0.48 -0.57 -0. 78 -0.73 
D_RN 0.008 0.001 0.008 0.016 
30 30 10 10 
-0.63 -0.68 -0. 70 -0. 77 
D-GP 0.000 0.000 0.003 0.000 
32 32 
I 
16 16 
-0.63 -0. 72 I -0.89 -0.94 
D_H 0.000 0.000 0.001 0.000 
32 32 10 10 
-0.64 -0.67 -0.64 -0.57 
D_RGVS 0.000 0.000 i 0.003 0.009 
32 32 20 20 
-0. 75 -0.83 -0.84 -0.86 
D_GVS 0.000 
I 
0.000 0.000 0.000 
32 32 18 18 
上より，相関係数，有意確率，観測値数。
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である。
以上，労働分配率の増加が大なる程（あるいは，減少が小なる程），雇用，その
他の変数の減少が大である（あるいは，増加が小である）かどうか（逆は，逆）を，
ある尺度で見た。
さらに，次のような別の側面からも見てみよう。変化の方向については，何
か系統的な関係があるだろうか。即ち， 雇用量が増加（あるいは，減少）したと
き，労働分配率は上昇したか，下落したか。もちろん，図ー3からも分るよう
に，様々な組合せがある。例えば，参照のための縦，横の破直線の右上は，雇
用が増え (D-N>o), 労働分配率が上昇した(D-LS>O)場合である。そして，雇
用量が増加したときと，下落したときでは，労働分配率が上昇した度数と下落
した度数に差もあるようである。その差の重大さの程度が知りたい。表2C 1 
-nに整理し， 1つの指標として，が検定の結果を示す6)。
PLOT OF D_LS•D—_N LEGEND: A = 1 OBS, -B = 2 OBS, ETC. 
D LS I I 
6 + A I 
I I 
I I A 
I I 
3 + A I 
I A Al A 
I I A 
I A A 
0 +---------------------A--1--A---A-AB--A---~A----A--------------
I I AA . A 
I A I A A 
I A I A A 
-3 + I A A 
I I A 
I I 
I I 
-6 + I 
I I 
I I 
I I 
-9 + I 
I I 
:; -------------:;---------·-----+-------------—+--------------+ー2 7 12 
D N 
図ー3
6)が検定については，
稲葉三男・敏夫・和夫「経済・商系基礎統計」共立出版， 1983年
16 
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表2-1 n TABLE OF S_DN BY S_DLS 
5-DN 5-DLS 
FREQUENCY I 
EXPECTED I 
DEVIATION I 
CELL CHI21+ I- I TOTAL 
--------—+-------—+-------—+ ＋ 7 I t4 I 
9.1 I 11.9 I 
I -2.1 I 2.1 I 
1.484615 1.370588 I 
21 
--------—+--------+-------—+ 6 I 3 I 9 
3. 9 I 5. 1 I 
I 2.11 -2.11 
11.13077 I. 864 706 I. 
---------+--------+--------+ 
TOTAL 
STATISTIC 
----------. 
CHI-SQUARE 
13 17 
CONTINUITY: ADJ. CHI-SQUARE 
CONTINGENCY COEFF.ICIENT 
????
30 
VALUE 
-----
2.851 
1.655 
0.295 
PROB 
---
0.091 
0.198 
SAMPLE SIZE= 30 
りARNING: 25% OF THE CELLS HAVE EXPECTED COUNTS LESS 
T~_AN 5. CHI-SQUAR~HAY NOT BE A VALID TEST. 
岩田暁ー「経済分析のための統計的方法」（第2版）東洋経済新報社， 1983年
佐和隆光「初等統計解析」改訂版 新曜社， 1985年
スピーゲル「統計」（氏家・士井訳）マグロウヒル好学社， 1981年
を参照した。
7)表2についての説明。
イ．変数の変化の方向を表す変数を，当該変数の前に 'S_D'をつけて表わし， その
値，「増加」，「不変」，「減少」を，それぞれ記号｀十','O','-'で表わした。例え
ば， S-DN='+'は， Nが増加したこと (D-N>O)を， S_DLS='-'は， LSが下
落したこと (D-LS<O)を表わす。
ロ.FREQUENCY : 度数
EXPECTED: 期待度数は， 度数の分布に片寄りがない場合の推定値。たとえ
ば， NもLSも上昇した場合の期待度数は，
全体の度数xNが増加した度数 LSが上昇した度数X 
全体の度数 全体の度数
DEVIATION=度数一期待度数
17 
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表2-2 TABLE OF s_DGN BY s_DLS 
s_oGN s_oLS 
FREQUENCY I 
EXPECTED I 
DEVIATION I 
CELL CHI21+ I- I TOTAL 
--------—+--------+-------—+ 
+ I 3 I 9 I 12 
S .4 I 6. 6 I 
-2.4 I 2.4 I 
11.05239 1.855065 I 
---------+--------+--------+ 
I .、 101 7-1 17 
7. 6 I 9. 4 I 
2.4 I -2.4 I 
1.742862 1.603575 I 
--------—+------ー→十一―------+
TOTAL 
STATISTIC 
13 16 29 
DF VALUE 
CHI-SQUARE 
CONTINUITY ADJ. CHI-SQUARE 
CONTINGENCY COEFFICIENT 
SAMf>LE S.IZE. = 29 
??
3.254 
2.030 
0.318 
PROB 
---
0. 071-
0.154 
表2-3 TABLE OF S-DRN BY S_DLS 
5-DRN S_DLS 
FREQUENCY I 
EXPECTED I 
DEVII¥TION I 
CELL CHI21+ I- I TOTAL 
--------—+-----· ー一二十--------+?? 7 I 11 I 
9.6 I 8.・4 I 
-2.6 I- 2.6 I 
1.704167 1.804762 I 
18 
---------+--"—---"+------.--+ 
9 I 3 I 12 
6 .4 I 5 .6 I 
2.6 I -2.6 I 
11.0562.5 11.20714 I 
-"------—+--------+-------—+ 
TOTAL 
STATISTIC 
----------
CHI-SQUARE 
16 14 
CONTINUITY_ ADJ. CHI~SQUARE 
CONTINGENCY .COEFFICIENT 
SAMPLE SIZE= 30 
????
30 
VALUE 
"----
3.772 
2.461 
0.334 
PROB 
---
0.052 
0.117 
18 
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表2-4 TABLE OF S_DGP BY S_DLS 
8-DGP S_DLS 
FREQUENCY I 
EXPECHD I 
DEVIATloN I 
CELL CHI21+ I - I'TOTAL 
--------—+-------—+·-------—+ ??
4 I 13 I 
7. 4 I 9. 6 f 
I -3.41 3.41 
11.58876. I 1.2357 I 
17 
---------+-------—+-------—+ 
10・I 5 I 15 
6. 6 I 8. 4 I 
3.4 I -3.4 I 
I 1. 8006 11. 40046 I 
--------—+-------—+-------—+ 
TOTAL 
STATISTIC 
』---------
CHI-SQUARE 
14 18 
CONTINUITY ADJ. CHI-SQUARE 
CONTINGENCY COEFFICIENT 
SAMPLE SIZE= 32 
????
32 
VALLIE 
-----
6.026 
4.400 
0.398 
PROB 
----
0.014 
0.036 
表2-5 TABLE OF s_DH BY s_DLS 
5-DH S_OLS 
FREQUENCY I 
EXPECTED I 
DEVIATION I 
℃ ELL CHI21+ I- I TOTAL 
--------—+--------+--------+ ??
1 I 13 I 
・6. 1 I 7. 9 I 
-5.1 I 5.1 I 
14,28827 13.33532 I 
14 
--------—+-------—+--------+ 
13 I 5 I 18 
7.9 I 10,1 I 
5.1 I -5.1 I 
13.33532 12.59414 I 
---------+--------+--------+ 
TO.TAL 
STATISTIC 
----------
CHI-SQUARE 
14 18 
OF 
32 
VALUE 
CONTINUITY ADJ. CHI-SQUARE 
CONTINGENCY COEFFICIENT 
SAMPLE SIZE= 32 
????． ． ． ??????
PROB 
----
0.000-
0.001 
19 
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表2-6 TABLE OF S....DGRVS BY S-DLS 
8-DGRVS~-DLS 
FREQUENCY I 
EXPECTED I 
DEVIATION I.
CELL CHI21+ I- I TOTAL 
--------—+-------—+--------+ ?? I 3 I 13 I 
t'7.01 9.01 
I -4.0 I 4.o: I 
12.28571 11.7777B I 
16 
--------—+-------—+--------+ 11 I 5I 16 
7. O I 9.0 I 
I 4. 0 I -4. 0 I 
12.28571• 11.77778 I 
--------—+-------—+-------—+ TOTAL 14 18 32 
STATISTIC 
-----
CHI-SQUARE. 
CONTINUITY ADJ. CHI-SQUARE 
CONTINGENCY COEFFICIENT 
S~MPLE .SIZE = 32 
????
VALUE 
----
8.127 
6.222 
0.450 
PROB 
----
0.004 
0.013 
表2-7 TABLE OF S_DGVS BYSユ）LS 
S_OGVS S_OLS 
FREQUENCY I 
EXPECTED: I 
DEVIATION I 
CEL-L CHI 21 + I- l、 TOTAL
・-------"-+-・-----ら-+-------—+
+ I 2 I 14 I i6 
I 7 :oI 9.0 I 
I -5.0 I 5,0 I 
13.57143 l~.77778 I 
---------+--------+:-------—+ 
-・I 12. I 4 I 16 
I 7.0 I 9.0 I 
I 5,0 I -5.0 I 
13. 571"4.3 12. 77778 I 
--------—+----.• ---—+-------—+ TOTAL 14 18 32 
.ST-A TIS TIC 
-----
CHI-SQUARE 
CONT~NUITY ADJ •. CHI-SQUARE 
CONTINGENCY COEFFICIENT 
SAMPLE SIZE= 32 
Of VALUE 
1 12.698 
1 10.286 
0・.533 
P.ROB 
--
0.000 
0.001 
20 
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次のようなことに気づく。
イ.GN, GP, RN関する有意確率は， Nに比して低いこと， Hに関する有意
確率が非常に低いこと 製造品出荷額の変化率に関する有意確率はいずれも
充分に低いが，名目額の方が低いこと。これらは，相関関係に関する結果と
符合している。
ロ. GNとGPに関する有意確率の差， RNに関する有意確率の低さは，相関
関係と比べて，別の特徴を表わしている。
][ 
前節と同様の観点から，データの 1部分を見る。即ち，年次データから「山」
と「谷」を選び，「中間的状況」を取り除く。その定義は，次の通り。例えば，
雇用量Nを例に採ると D-N(t)=N(t)-N(t-1)としたとき，
D収 Ct)>O,and D-N(t+l)<Oならば， t年は，「山」，
D-N(t)<o, and D-NCt+l)>Oならば， t年は，「谷」とする。
??
??
??
??
* * * 
YEAR 
図ー4
CELL CHI2=(期待度数一度数）2/期待度数
ノヽ . CHI-SQUARE (が値）は， CELLCHI2の総和。
PROB (有意確率）は，度数分布に片寄りがないという帰無仮説を棄却する危険
率，あるいは帰無仮説の棄却が間違いである確率。
CONTINGENCY COEFFICIENT (分割係数） =I が
が＋観測値数
は，度数分
布の片寄りの指標。 0と1の間の値をとり， 1に近いほど度数分布の片寄りが大き
vヽ
後゜出の表3,4についても同様。
21 
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図ー4によって，この基準による年次データの類別を例示する。記号 0でプ
ロットされた点は「山」，もしくは「谷」として，これ以降の対象となるデータ
であり，記号＊でプロットされた点は取り除かれる。ただし，時系列の両端に
ついては，両端から 2回以上同方向へ変化している場合，両端も「山」あるい
は「谷」とする。残りは，「中間的状況」である凡
この目的は，次の 2つである。
イ．対比を際立たせること。雇用量と分配率の変動を対比するのだから，何ら
かの基準で極端な観測値のみを選抜すれば，比較の結果が単純，明白になろ
． つ。
ロ．年次データの場合との補完。年次データでの両変数の関係は，片方を 1年
のラグをとるだけで正反対になりえる。たとえば，雇用量と労働分配率がど
ちらも毎年反対方向へ変動を繰返しているとしよう。このとき，片方を一年
ずらせば，同方向へ変動している関係は，反対方向へ変動している関係にな
る。（逆は逆）従って， 同様に短期で期間を変え， 年次データでの結論と，
「山」と「谷」での結論を比較しておくことは必要であろう。
言うまでもないが，「山」と「谷」の定義は他にもありうるし， どの変数で定
義するかによって，「山」と「谷」の年は違い得る。以下での結果は， 雇用量
等の変数によって，上記のように定義された「山」と「谷」における当該変数
と労働分配率の関係に関するものである。例えば，「山」と「谷」における
8)この定義によれば，下図のような場合，「山」や「谷」はないが， 事実上， このよう
な場合はなかった。
?
＊＊ ??
＊＊ 
??
YEAR 
両端についての扱いは，餓測値の数をできるだけ減さず，年次データとは違うように
したいという意図による。
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従業者数変化率と労働分配率の関係は， 従業者数変化率によって定義された
「山」と「谷」における両者の関係であって，他の変数，例えば雇用量によっ
て定義された「山」と「谷」における従業者数変化率と労働分配率の関係では
ない9)。
まず，相関関係を，比較の便宜のため，表ー1の右半にまとめて示す。ただ
し， D-Nは， Nの「山」と「谷」の年に関するNの差であり，対前年階差の
差ではない。 CD-RN,D-Hも同様） Nの「山」と「谷」の年の間における年平均
変化率については別に示す10)。D-GNは， GNの「山」と「谷」の年における
対前年変化率の差であるCD-GP,D_GVS, D-GRVSも同様）。
次に，変数の変化の方向について度数を調べる。結果を表3(1-7)にまと
めて示す。どの変数についても，労働分配率と逆方向へ変化していることがよ
り極端に表われている11)。
N 
表2, 3に見たような関係は， 時期により変化しただろうか。 ここで， 図
1, 2を見直してみよう。 Nの傾向の変化については， 比較的明白な印象を
9)このように製造業についての単一の指標による機械的区別の結果ではあるが， GNの
「谷」は景気循環の不況期と対応している。従って，この基準による場合から，兼気
循環における分配率の変動について類推が可能であろう。
lO) l~LS Pearson Corr. Spearman Corr. 
有意確率有意確率
＼観測値数親測値数
-0. 65 -0. 79 
EGN 0.084 0.021 
8 8 
EGNは，年平均変化率で，
EGN = (logN(t+i)-logN(t)) /i 
で計算。 iは「山」の年と「谷」の年の差。
11)あるいは，本来こういう関係にあるものが，年次データでは曖昧になっている。
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表3-1 TABLE OF S-DN BY S-DLS 
8-DN S_DLS 
FREQUENCY I 
E_XPECTED I 
DEVIATION I 
CELL CHI21+ I - I TOTAL 
--------—+--------+-------—+ + I O I 4 I 4 
1.5 I 2.5 I 
-1.5 I 1.5 I 
1.5 I . 0.9 I 
---------+-------・-+ー・---+
3 I 
1.5 I 
・1.5 I 
1.5 f 
---"----—+-------—+-------—+ TOTAL 3 5 8 
STATISTIC OF VALUE 
----------------------------~----------------・-
CHI-SQUARE 
CONTINUITY ADJ. CHI-SQUARE 
CONTINGENCY COEFFICIENT 
SAMPLE SIZE= 8 
表3-2 TABLE OF S-DGN BY S-DLS 
5-DGN S_DLS 
FREQUENCY I 
EXPECTED I 
DEVIATION I 
CELL CHI21+ ,-
1 I 
2.5 I 
-1.5 I 
0.9 I 
??
I TOTAL 
--------—+-------—+--------+ + .1 2 I 5 1・
I 3 .5 I 3 .5 I 
I -1.5 I 1.5 I 
1.642857 1.6428.57 I 
--------—+--------+-------—+ 5 I 2 I 
3 .5 I 3 .5 I 
1.5 I -1.5 I 
1.642857 1.,642857 I 
―--------+--------+--------+ , TDTAL 7 7 
STATISTIC DF 
CHI-SQUARE 
CONTINUITY ADJ. CHI-SQUARE 
CONTINGENCY COEFFICIENT 
SAMPLE SIZE= 14 
??
4.800 
2.133 
0.612 
?
?
ヽ
14 
VALUE 
---
2.571 
1.143 
0.394 
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表3-3 TABLE OF S-DRN BY S_DLS 
$_ORN S連LS
FREQUENCY I 
EXPECTED." I 
DEVIATION I 
CELL CHI21+ I - I TOTAL 
??
???????＿＿? ???
••• 
?
••• 
?
? ??――――??
?ー
??
?ー
―?????
? ?
? ? ? ? ?
??
?
＿＿＿．――?? ?―＿―?．― ――??
TOTAL 
STATISTIC 
? ?
DF. 
10 
VALUE 
··~-------------------------.---------―-----
CHr―_SQUARE 
CONTI NUITV・/¥DJ. CHI-SQUARE 
CONTI_NGENCV COEFFICIENT 
SAMPLE SIZE= 10 
??
3.600 
1.600 
0.51-4 
表3-4 TABLE OF s_DH BY s_DLS 
S_DH S_DLS 
FREQUENCY.I 
EXPECTED I 
DEVIATION I 
CELL CHI21+ I- I TOTAL 
---------+-------—+-------—+ ??
I O I 5 I 
.I 2.0 I 3_. 0 I 
I -2.0 I 2.・0 I 
I 2 11.33333 I 
?
--------—+------—·—+-------—+ 
4 I 1 I ?
I 2~0 I 3 .O I 
f 2.0 I -2.0 I 
2 11.33333 I 
.--------—+—• -----—+--------+ 
TOTAL 
STATISTiC 
?
6 10 
DF -VALUE 
CHI-SQUARE 
CONTINUITY ADJ •. CHI-SQUARE 
CONTINGENCY. COEFF"ICIENT 
SAMPLE SIZE= 10 
??
6.667 
3.750 
・o.632 
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表3-5 TABLE OF S_DGP BY S_DLS 
5-DGP S_DLS 
FREQUENCY I 
E.XPECTED t 
DEVIATIDNJ 
CELl CHI21+ r一 /: TOTAL 
--------—+--------+ーて―- -·--—+ 
+ I -1 I 7・J 8 
3.0 I 5.0 I 
-2.0 I 2.0 r 
I 1.33333 I 0.8 I 
--------—+-------—+--------+ 
I 5 I 3 I 8 
3 .O I 5.0 I 
I 2.0 I 2.0 I 
11.33333 I 0.8 I 
---------.+.-------—+-------—+ 
TOTAL 6 "19 16 
STAHSTIC OF VALUE ---------------------. 一~·---
CHI-SQUARE 
CPNTINUI.TV ADJ. CHI-SQUARE 
CONTINGENCY COEFFICIENT 
SAMPLE SIZE= 16 
??
4.267 
2.400 
0.459 
表3-6 TABLE OF S_DGRVS BY S_DLS 
S_DGRVS s_o~s 
FREQUENCY I 
EXPECTED I 
DEVIATION I 
CELL CH121+ I - I TOTAL 
--------—+--------+--------+ 
＋ 2 I 8 I 
4.5 I 5.5 I 
I. -2.5 I 2.5 I 
11.38889 11.13636 I 
10 
--------—+-------—+--------+ 
'『 7 I .3 I 10 
I 4.5 I 5.5 I 
I 2.5 I -2.5 I 
I 1. 38889'I 1.13636 I 
---------+-------—+-------—+ 
TOTAL 
STATISTIC 
，?
11. 20 
・DF VALUE 
CHI-SQUARE 
CONTINUITY ADJ. CHI-SQUARE 
CON,TINGENCY COEFFl'qENT 
SAMPLE SIZE = 20 
??
5.051 
3.232 
0.449 
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表3-7 TABLE OF S-DGVS BY S-DLS 
S_DGVS "・ ~-DLS 
FREQUENCY 1.-
・EXPECTED I 
.DEVIATIO.NI 
CELL CHI21+ 1- I TOTAL 
-----・--— +-·ca ー〒一——+-------—+
+ I O I・9 I・9 
I . 3、5 I 5.5 I 
I -3 .5 I 3 .5 I 
I 3.5 12.22727 i 
·--------—+-------—+-------—+ 
7 I 2 I 9 
3 .5 I 5 .5 I 
3.5 r -3.5 I 
3. 5 12. 22727 I 
----·---—+---.----+--------+ 
TOTAL 
"STATISTIC・
?
CHI-SQUA_"RE 
CONTINUITY. ADJ. CHI-SQUARE 
CONTIN!,ENCY・coEFFiqENT 
SAMPLE SIZI;・= 18 
11 18 
DF VALUE 
-----------
:1 1.1-.455 
1- s・.41& 
0.624 
受け，やはり70年が最も印象的であろう。 GNについては傾向的低落， LSに
ついては低下から上昇へという印象を受けるが，どうだろう。次のような指標
と比べて見よう。
ある年を境に全期間を 2期に分け，各期について傾向を推定する12)。これら
2つの傾向が観測値を説明する程度は，全体を 1つの傾向で説明する程度より
必ず高いが，説明力の差は境界の移動とともに，どう変化するだろうか。境界
が，傾向に変化のあった年に接近するにつれ，説明力の差は大きくなろう。説
明力の差を
F= SSE(全期間）一(SSE(前半）+SSE(後半））s翠前半）十SSE(後半）
で測る。 SSE(・)は（ ）内の期間の傾向からの残差平方和でエ（観測値ー傾向）％
各変数に対する説明力の差 (F-N,F-GN, F-LS)が画期とともに変化する様子
12)最小2乗法による時間への回婦直線。
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は， 図5(1-3)のようである13)。 F-Nは， 65年の不況を（「オリンピック景
気」から，「いざなぎ最気」への転換）， F-GNは， 62年の不況（「岩戸景気」から「オ
リンビック景気」への転換）を示唆している。
,_ 
•00 
300 
200 
100 
., 
so 60 ,a 
TEAR 
図5-1 F-N * YEAR 
" 
F-LSは，多少曖昧ではあるが，第1次オイル・ショックを示唆しているよ
うである。画期としては，これらの時期に留意しよう。
次に，データについて。これまでは従業者数規模30人以上の事業所について
総計した量を見た。そのため，「山」と「谷」についての観測値数は少なかっ
た。 2期に分ける場合は，尚更である。この点を補強するため，次のようなデ
ータを考えてみる。
13)実際には，チャウ・テストのためのF値を計算。回帰分析については，
刈屋武昭監修「計批経済分析の基礎と応用」東洋経済新報社， 1985年
佐和隆光「数最経済分析の基礎」筑摩書房， 1979年
28 
新村秀ー「SASによる回帰分析の実践』朝倉書店， 1986年
チャタジー・プライス（佐和・加納訳）「回婦分析の実際」新曜社， 1981年
を参照した。
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F-CN 
19 
18 
＂ " 
IS 
" 
13 
12 
I 
10 
SU 60 70 
m● 
8D 
図5-2 F-GN * YEAR 
F-1.S 
30 
20 
10 
???．?
60 ？〇
lEAR 
● 
図5-3 F-LS * YEAR 
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従業者数規模別の各グループについて，従業者数 (P), その変化率 (GP),
傾向からの乖離(RP)によって，各グルーフ゜毎に，それぞれの変数 (P,GP, RP) 
による「山」と「谷」を決める14)。 「山」と「谷」の年にかけての労働分配率
の変化の方向を各グループ毎に調べる。これらを同資格の観測値と見倣し，
が検定を適用してみる。全期間を見た場合を表4(1-3)にまとめる。ど
の変数についても有意確率は，非常に低い。
既に見た画期を手懸りに， 時期による違いを表5(1-3)に見る。従業者
数について，全期間では良数分布の片寄りが著しいことは既に見たが，期間が
長く（号観測値の数が多く）なる程，全体とは反対の傾向を示す時期もある。例え
ば65年以前から69年以前へ（表 5-1)。表 5-1の各欄は，当該年（を含み）まで
の「山」と「谷」に関するテストの結果である。従って， 65年から69年へと右
表4-1 TABLE OF s_DLS BY s_DP 
S_DLS s_op 
FREQUENCY I 
EXPECTED I 
o・EVIATION I 
CELL CH121+ I TOTAL 
---------+→ -------+-------—+ 
+ I 12 I 30 I 42 
I 21.21 20;81 
I'-9.2 I 9.2 I 
I 4,0206 I 4.1141 I 
---------+----"---+→ ----—•—+ 
32 I 13 I 45 
22.8 I 22.2 I 
9.2 I -9.2↑ 
13.75256 13,83983 I 
———------+--------+-------—+ 
TOTAL 
STATISTIC 
-CHI-SQUARE 
44 
CONTINUITY ADJ. CHI-SQU;!,RE 
CONTINGENCY COEFFICIENT 
SAMPLE SIZE~87 
43・87 
DF VALUE 
••• 一---------
1 15_. 727 
1 14.-071 
0.391 
PROB 
----
0.000 
0.000 
14)従業者数が10-19,20-29, 30-49, 50-99, 100-199, 200-299, 300-499, 500 
-999, 1000以上，の 9グループ。
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表4-2 TABLE OF S_DLS BY S_DGP 
S_DLS $_DP 
FREQUENCY I 
E.XPEC.TED _I 
DEVIATION I 
CELL CHI21+ I - I TOTAL 
--------—+-------—+--------+ 
+ I 12 I 38 I 5.0 
I 24. 8 I 25. 2 I 
I -c12.S I 12.8. I 
16.59598 16.48418 I 
--------"+-------—+--------+ 
46 I 21 I 67 
I 33.2 I 33.8 I 
I 12;3 I -12.8 I 
14.92237 14.83894 I 
--------—+-------—+-------—+ 
TOTAl 
STATISTIC 
58 59 117 
CHI・-SQUARE 
CONTINUITY ADJ. CHI-SQUARE 
CONTINGi:"N~Y COE FF I CI ENT 
SAMPLE・srzE = 117 
OF. VALUE 
-----------
1 22.841 
1 21.090 
0 .•404 
表4-3 TABLE OF S_DLS BY S_DRP 
S..:.DLS 
FREQUENCY I 
EXPECTED I 
DEVIATION I 
S_DGP 
CELL CH121-t: I - I TOTAL 
--------—+--------+--------+ 
＋ 26こl 53 I 
39,0 I 40,0 I 
I -13.0 I 13.0 I 
14.34673 14.24323 r 
--------—+a------ —+-~--·--—+ 
79 
I 56 I 31 I 87 
I 43.0 I 44,0 I 
13ヽ0 I -13 .O I 
13,94703 13,85305 I 
.--------—+--------+-------—+ 
TOTAL 
STATISTIC 
CHI-SQUARE 
82 
CONTINUITY ADJ. CHI-SQUARE 
CONTINGENCY COEFFICIENT 
SAMPLE SIZE= 166 
84 166 
OF VALUE 
-----------
1 16.390 
1 15.156 
0.300 
PROB 
--
O.OOD 
0.000 
PROB 
--
0.()00 
0.00_0 
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の欄になる程対象になる期間は長く，観測値の数は増える。にもかかわらず，
68年まで炉値はより小さく，有意確率はより高く，分割係数はより小さくな
る。これは，画期前後の観測値が，全体の傾向と著しく違う性質を持つ結果で
あり，度数分布の片寄りにも片寄りがあることが分る。
また， 例えば従業者数変化率GPについて， 時期がかなり短いにもかかわ
らず，全体の傾向により近い傾向を示す時期がある。例えば， 61, 62, 63年以
前（表 5-2,「以前」の欄）。反対に， かなり長い期間で，全体の傾向と著しく
異なる時期として， 72, 73, 74年以降（表5-2,「以後」の欄）。 この表の各行
は，当該年（を含む）までのデータに関するテスト結果（「以前」の欄）と， 当該年
（を含む）以降についての結果（「以後」の欄）である。
RPは，他の変数P,GPに比して時期による変化は少い（表5-3)。
最後に， 規模による違いを表 6(1-3)に見る。各行は， 当該グループを
表5-1 s_DP * s_DLS 
~I -65年 I -66年 -67年 I -68年 I -69年
が値 2.091* 1. 543 1. 462 1.100* 1. 400 
有意確率 0.148 0.214 0.227 0.294 0.237 
分割係数 0.363 0.320 0.302 0.268 0.286 
観測値数 23 24 26 27 28 
が値は連続性修正済， ＊は期待度数<5の場合。
表5-2 S_DGP * S_DLS 
~ が値 有意確率 分割係数 観測値数以前以後 以前以後 以前 1以後 以前以後
61 7.427 7.059 0.006 0.008 0.435 0.243 40 128 
62 8.186 7.113 0.004 0.008 0.427 0.246 45 126 
63 10.841 6.943 0.001 0.008 0.444 0.248 52 121 
72 17.944 0.381 0.000 0.537 0.400 0.105 103 67 
73 19.030 0.439 0,000 0.507 0.398 0.115 110 63 
74 18.214 0.073 0.000 0.787 0.382 0.072 116 56 
32 
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表5-3 S_J)RP * S_DLS 
~ 炉値 有意確率 分割係数 観測値数以前 1以後 以塊以後 以前 1以後 以前 1以後
62 3.038 23.013 0.081 0.000 0.333 0. 絡olI 35 84 
66 8.073 13.868 0.004 0.000 0.391 0.445 54 64 
70 8.153 14.487 0.004 0.000 0.355 0.485 6L 53 
74 15.201 6.174 0.000 0.013 0.406 0.469 ＇ I ！ 86 29 
表6-1 S_DP * S-DLS 規；い~〗下ー~ご□戸~下~ 下
10-19 14. 071 0. 333* 0. 000 0. 564 0. 391 0. 316 87 
20-29 12. 803 1. 800 0. 000 0.180 0. 403 0. 371 75 
30-49 10. 869 3.125 0. 001 0. 077 0. 397 0. 351 67 
50-99 9. 604 3. 789 0. 002 0. 052 0. 414 0. 346 55 
100-199 8.985 5.343 0.003 0.021 0.425 0.351 49 
200-299 7. 398 8. 010 0. 007 0. 005 0. 438 0. 386 39 
300-499 4. 518 8.131 0. 034 0. 004 0. 401 0. 359 32 
500-999 4. 583 9. 733 0. 032 0. 002 0. 480 0. 361 22 
1000- 3. 375* 14. 071 0. 066 0. 000 0. 577 0. 391 12 
? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
＊は期待度数<5の場合。
表6-2 S-DGP * S_!)LS 
こ が値 有意確率 分割係数 観測値数以上以下 以上 1以下 以上 1以下 以上 1以下
10-19 15.156 0.000* 0.000 1. 000 0.300 
0.0001 I 
166 18 
20-29 16.978 0.426 0.000 0. 514 0.332 0.157 148 38 
30-49 15.187 0.069 0.000 0.793 0.339 90.06 128 58 
50-99 19.755 0.805 0.000 0.370 0.408 0.124 108 80 
100-199 18.668 2.586 0.000 0.108 0.437 0.178 86 100 
200-299 15.485 5.855 0.000 0.016 0.458 0.235 66 116 
300-499 9.696 7.669 0.002 0.006 0.433 0.246 50 134 
500-999 8.031 1. 182 0.005 0.001 0.491 0.274 32 151 
1000- 3.369* 15.156 0.067 0.000 0.519 0.300 15 166 
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表6-3 S-DRP * S_DLS 
こ が値 有意確率 分割係数 観測値数以上以下 以上 1以下 以上l以下 以上 1以下
10-19 21. 090 1.143* 0.000 0.285 0.404 0.394 114 14 
20-29 19.747 7.583 0.000 0.006 0.421 0.525 100 26 
30-49 13.585 7.732 0.000 0.005 0.384 0.430 88 42 
50-99 12.875 10.299 0.000 0.001 0. 411 0.421 72 56 
100-199 10.375 9.665 0.001 0.002 0.417 0.372 58 70 
200-299 11. 884 15.843 0.001 0.000 〇.493 0.421 44 82 
300-499 4.987 15.538 0.026 0.000 0.418 0.393 32 94 
500-999 5.208* 17.462 0.022 0.000 0.522 0.398 20 102 
1000- 3.375* 21. 090 0.066 0.000 0.577 0.404 12 114 
含みそれ以上の（あるいは，それ以下の）の規模のグループの観測値全体（累積度数）
についての結果である。多くの観測値を含むほど， 即ち， 「以上」の欄を上の
行へ登るほど（あるいは「以下」の欄を下の行へ下るほど）全体に接近し，「10-19」
の行の「以上」の欄と「1000-」の行の「以下」の欄は，全体である。
規模による違いも大きい。例えば，表6-1の有意確率の欄を見よう。「200
-299」の行，「以上」の欄は0.007であり， 200人以上の規模については， 196 
以下の危険率で度数分布に片寄りがないという仮説を棄却できる。他方，ほぽ
同数の観測値数の「50-99」の行，「以下」の欄は， 0.052であり，帰無仮説を
棄却する危険率は5%以上である。規模による相違は， Pにおける場合に比し
GPにおいてより大き<, RPにおいてより小さい。
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付録データの出所と変数の定義
1. 労働分配率 (LS)は，
LS=(現金給与等総額／付加価値額）XlOO 
である。
現金給与総額，付加価値額は，『工業統計表産業編』（昭和29-58年版，通産省調査統
計部）の「従業者規模別統計表」を利用した。「製造品出荷額」， 「従業者数」の出所
も同じである。いずれも， 30人以上の規模の総計である。
2. 雇用量 (N)は，常用雁用指数 (ER)と労働時間指数 (HW)から
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N=ERxHW/100 
として計算。それぞれ，『毎月勤労統計要覧』（昭和60年版，労働省政策調査部編）の
「第43表常用雇用指数（事業所規模30人以上）」 (172ペー ジ），「第44表労働時間
指数（事業所規模30人以上，総実労働時間）」 (173ページ）を利用した。
Nの変化率 (GN)は，
GN(t) 
N(t)-N(t-1) 
N(t-1) XlOO 
である。変化率の計算は，他の変数についても同様。
3. 労働時間 (H)は，『毎月勤労統計』（『毎月勤労統計要覧』労働法令協会，他）の「常
用労働者1人平均月間実労働時間数（事業所規模30人以上）」の， 1-12月の和であ
る。実際には，『日経総合経済ファイル』 (NEEDS)を利用した。
4. 製造品出荷額（実質， RVS)の変化率 (GRVS)は，
RVS=製造品出荷額／年平均卸売物価指数
の変化率である。 「年平均卸売物価指数」は，『昭和59年物価指数年報JI(昭和60年，
日銀調査統計部）の「総合卸売物価戦前基準指数」 (394-5ベージ）を利用した。
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